
     

 

 

 

 

 

 

   

 

令和６年度末の汚水処理人口普及状況について 

 

本県における下水道、農業集落排水及び合併処理浄化槽等の普及状況は次のとおりです。 

汚水処理人口普及率*  ８５．８％ （前年度から＋０．８ポイント） 
  

＊汚水処理人口普及率とは、下水道、農業集落排水及び合併処理浄化槽等の普及状況を示す指標で、人口に対する下水道や農業集落 

排水を利用できる区域の定住人口と合併処理浄化槽等の利用人口の割合です。 

 

（１）  「ぐんま県土整備プラン２０２５」では、令和１４年度末までに、汚水処理人口普及率を  

９２．０%とする目標を掲げ、年間０．８ポイント伸ばすこととしており、計画どおりに普及が

進んでおります。また、この０．８ポイントの伸びは、全国で７番目に高い伸びでした。 

 

（２）   しかしながら、本県の汚水処理人口普及率は、依然として全国平均を下回っています。

本県には、トイレの排水のみを処理する単独処理浄化槽が多く設置されており、生活雑排

水がそのまま河川等へ流れ込み、水質悪化の原因となっているため、単独処理浄化槽か

ら合併処理浄化槽への転換や下水道への接続が必要です。 

合併処理浄化槽への転換の際には、個人の負担を軽減するため、「浄化槽設置整備補

助金」や「宅内配管接続費補助」などの制度を設けていますので、お住まいの市町村にお

問合せください。 
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